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完全子会社の吸収合併に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、以下の通り、2026 年 10 月１日（予定）を効力発生日とし

て、当社の完全子会社である北陸ケーティシーツール株式会社（以下「北陸 KTC」と言います。）と株

式会社ＨＩ-ＴＯＯＬ（以下「HI-TOOL」と言います。）を吸収合併する方針を決定しましたので、お知

らせいたします。 

 

１．本合併の目的 

グループの経営資源を集約し、生産、営業、開発、管理の全社的な効率化を図ります。また、同日

付で別途公表しております「（開示事項の経過）再発防止策の進捗に関するお知らせ」のとおり、

北陸 KTCにおける不適切会計事案に対する改善措置を通じて、グループのコーポレート・ガバナン

ス及び内部統制を再構築、強化し、攻守両面での企業価値向上を目指します。 

 

２．本合併の要旨 

（1） 本合併の日程 

合併方針決定取締役会   2026 年３月 11 日 

合併決議取締役会     2026 年５月（予定） 

合併契約締結       2026 年５月（予定） 

株主総会決議       2026 年６月 26 日（予定） 

効力発生日        2026 年 10 月１日（予定） 

（2） 本合併の方式 

当社を存続会社とし、北陸 KTC、HI-TOOL を消滅会社とする吸収合併を予定しております。 

（3） 本合併に係る割当ての内容 

当社 100％出資の完全子会社との吸収合併であり、株式その他の金銭等の割当てはありません。 

（4） 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 

 



３．合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

商号 京都機械工具株式会社 
北陸ケーティシーツール

株式会社 
株式会社ＨＩ-ＴＯＯＬ 

所在地 
京都市伏見区下鳥羽渡瀬

町 101 番地 

石川県羽咋市柳田町 70 字

150 番地１ 

京都府久世郡久御山町佐

山新開地 128 番地 

代表者の役職・氏名 
代表取締役社長 

伊吹 和彦 

代表取締役社長 

小笹 雅紀 

代表取締役社長 

川田 実 

事業内容 

工具及びこれらに関連す

る機器の製造販売 

不動産の賃貸、太陽光発電

による電気の販売 

当社工具及び収納具の製

造、精密鋳造品の製造販売 
手工具の製造及び販売 

資本金の額 1,032 百万円 57 百万円 ８百万円 

設立年月日 1950 年８月２日 1970 年９月 22 日 2010 年１月５日 

発行済株式総数 2,477,435 株 114,000 株 800 株 

決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 ３月 31 日 

大株主及び持株比率 

（2025 年３月 31 日現在） 

宇城邦英 7.12％ 

株式会社三菱 UFJ 銀行

4.92％ 

明治安田生命保険相互会

社 4.80％ 

株式会社京都銀行 

4.47％ 

東京海上日動火災保険株

式会社 3.91％ 

山崎道子 3.70％ 

京華産業株式会社 

3.57％ 

京都中央信用金庫 

3.31％ 

KTC 従業員持株会 

3.18％ 

KTC 共栄持株会 

2.53％ 

京都機械工具株式会社

100％ 

京都機械工具株式会社

100％ 

直前事業年度の財政状態及び経営成績（2025 年３月期） 

純資産 12,226 百万円 25 百万円 202 百万円 

総資産 16,053 百万円 531 百万円 214 百万円 

１株あたり純資産 5,059.52 円 224.48 円 253,421.61 円 

売上高 8,685 百万円 832 百万円 138 百万円 

営業利益又は営業損失

（△） 
894 百万円 △51 百万円 29 百万円 

経常利益又は経常損失

（△） 
991 百万円 △50 百万円 29 百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益又は当期純損

失（△） 

596 百万円 △51 百万円 20 百万円 

１株あたり当期純利益又

は当期純損失（△） 
245.84 円 △449.04 円 25,326.81 円 

 

４．本合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期の変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は完全子会社との合併であり、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

なお、新たに開示の必要性が生じた場合は、速やかに公表いたします。 

以 上 


